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１．経営成績・財政状態に関する分析

(1）経営成績に関する分析

 当連結会計年度（平成26年３月１日～平成27年２月28日）における我が国経済は、政府の経済政策や日銀の金融

緩和等を背景に企業業績や雇用情勢の改善が見られましたが、消費税増税による駆け込み需要の反動減の長期化や

天候不順、円安に伴う物価上昇等の影響から個人消費は低迷し、景気の先行きは不透明なまま推移致しました。

 当小売業界におきましては、消費税増税及び物価の上昇による実質賃金の低下から消費者の生活防衛意識や節約

志向はさらに高まっており、未だ本格的な消費意欲回復には至っていない状況となっております。また、円安に伴

う輸入コストや原材料の高騰、業種を超えた企業間競争の激化は加速しており、小売業を取り巻く経営環境は引き

続き厳しい状態が続いております。

 このような状況の下、当社グループでは、地域のお客様に感動を与える店舗を実現することがお客様から支持さ

れる原点であると考えております。当連結会計年度の経営方針を「ほほえみあふれるお店に」と定め、営業方針を

「基本の徹底と変化への対応」とし、お客様の立場に立った商品の見直しや豊かなライフスタイル提案ができる売

場づくりを進めてきたほか、商品カテゴリーの専門化を行うことでお客様の更なるニーズの多様化に対応できる店

舗レベルの向上に注力して参りました。

 新規事業所の開設と致しましては、ホームセンター事業において平成26年７月に長船事業所（岡山県瀬戸内市）

及び備前事業所（岡山県備前市）の開設を行い、岡山県内におけるドミナント強化を進めております。また、既存

店舗の収益力の維持・強化を図るために、定期的に店舗設備や売場の改修を実施しております。

 これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高は28,188百万円（前年同期比3.9%増）、営業利益は382百万円

（同18.6%減）、経常利益は290百万円（同23.6%減）となり、不採算店舗の減損損失等による特別損失を計上した

結果、当期純損失138百万円となりました。

 

 セグメント別の業績は、次のとおりであります。

① ホームセンター事業

 ホームセンター事業におきましては、テレビコマーシャルの放映による店舗ブランドと認知度の向上、量販

店から脱却するためのカテゴリーの専門店化による新規顧客の開拓を進めてきたほか、期間限定の割引クーポ

ンの配布、お買上金額に応じた抽選キャンペーンや各事業所の店頭を利用した朝市やフリーマーケット等のイ

ベントを開催することで、店舗への来店動機を高める施策を実施しております。また、モバイルアプリ等の販

売促進ツールの活用や電話受付による注文配達サービスの実施等、顧客満足度をより高めることで売上高の改

善に努めて参りました。

 販売費及び一般管理費につきましては、省エネ設備の導入や店舗内外の照明器具をＬＥＤ照明に交換する

等、水道光熱費の削減を積極的に進めているほか、商品の自動発注システムへの切り替えや作業量に応じた適

正な人員配置、残業時間の削減による人件費の適正化を実施することで経費の圧縮を継続しております。

 これらの結果、当連結会計年度のセグメント売上高は17,190百万円（前年同期比1.3%減）となり、セグメン

ト利益は472百万円（同22.6%減）となりました。

② ペット事業 

 ペット事業におきましては、よりお客様に喜んで頂ける店舗へと進化するため、量販店では取り扱っていな

い専門店商品の販売を強化することで店舗価値の向上を図るとともに、専門店に相応しい商品知識を有した従

業員の育成に取り組んで参りました。また小動物部門では、商品特性・機能をアピールする重点販売商品の販

売コンテストを実施し、アクア部門（海水魚・淡水魚・サンゴ・水草・飼育用品等）では、一部店舗において

専門性の高いテナントの誘致を行いノウハウを吸収することで、専門性の向上を進めております。サービス部

門の取組みとしては、社内トレーナーの育成により「しつけ教室」を常設した店舗を増やしているほか、トリ

ミング部門では、ペット用スパ・炭酸泉等のオプションメニューを充実させることで付加価値提案を行い、サ

ービス単価の引き上げに努めております。その他、獣医師によるペットの健康相談会の実施や有料のペット写

真撮影会を不定期で行うことでサービスの幅を広げております。

 販売費及び一般管理費につきましては、従業員のジョブローテーション（従業員それぞれの守備範囲を広げ

る取組み）を実施することで、作業効率の向上や作業量に応じたより綿密な作業計画の作成が可能となり、サ

ービスレベルを低下させることなく経費削減を進めております。

 これらの結果、当連結会計年度のセグメント売上高は10,109百万円（前年同期比4.1%増）となり、セグメン

ト利益は606百万円（同19.5%増）となりました。

③ その他事業（農産物の生産・直売、観光農園事業等） 

 農産物の生産・直売事業におきましては、商品の品質を最優先した販売を行っており、生産者が手塩にかけ

て育てた新鮮な野菜や糖度の高い果物の販売を継続的に行っていることから、購入者のリピート率は高くなっ

ております。また、旬の商品を集中的に販売するための「バラ祭り」や「桃祭り」等のイベントを定期的に行

うことで広範囲にわたる集客を狙っております。観光農園事業（イチゴ狩り）においては、多くのお客様にご

来場いただいたにも関わらず生産が追いつかないケースもあったことから、今後、機会損失（チャンスロス）
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を防止するために生産施設の拡大を検討しております。なお、平成27年１月に、大型商業施設内の小型店舗１

店（岡山県倉敷市）を閉鎖しております。 

 また、ホームセンター事業の店舗とコラボレーションしたイベントの開催や独自に生産した花苗をホームセ

ンター店舗に出荷する等、他の事業との連携を図りシナジー効果を高めております。 

 これらの結果、当連結会計年度のセグメント売上高は891百万円となり、セグメント損失は15百万円となりま

した。

 

（今後の見通し） 

今後の見通しと致しましては、消費税率引き上げ後の駆け込み需要の反動減も一巡し、平成27年10月に予定され

ていた消費税率の再引き上げも平成29年４月に１年半先送りされることが決定したことから、政府の経済対策や企

業向け減税等の各種政策の効果が想定され、今後の景気は当面の間、回復基調で推移するものと見込まれます。

しかしながら、小売業界におきましては、個人消費の回復が期待される一方で、円安や生産国の賃金の高騰によ

る輸入商品の価格上昇等が懸念され、依然として厳しい状況が続くものと予想されます。

ホームセンター業界では、地方人口の減少による商圏人口の縮小に加え、大手企業の新規出店や異業種の販売チ

ャネルの増加等の影響から既存店舗の売上高は下降傾向にあり、今後も販売シェアの奪い合いは激化するものと想

定しております。ペット業界におきましても、市場の拡大は足踏み状態となっており、既存店舗の売上高は停滞傾

向にあります。

このような状況に対して、当社では、安易な低価格競争に参入するのではなく、お客様に感動を与えることので

きる商品とサービス向上への取組みを進め、他社との差別化を図って参ります。

なお、次期の業績につきましては、消費税率引き上げ後の駆け込み需要の反動減の回復及び新規出店による増収

を計画しております。損益につきましては、当連結会計年度の減損損失の計上に伴う不採算店舗の収益改善、人件

費や販売促進費等の見直しによる販売費及び一般管理費の削減を進めることから、増益となる見通しとしておりま

す。

 以上のこと等から、次期の見通しと致しましては、次のとおり見込んでおります。

売上高    29,868百万円（前年同期比   6.0％増）

営業利益      511百万円（前年同期比  33.5％増）

経常利益      378百万円（前年同期比  30.5％増）

当期純利益     133百万円（前年同期比     －  ）

 

なお、本業績は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績

は、今後の様々な要因により予想数値と異なる可能性があります。

 

(2）財政状態に関する分析

 ① 資産、負債及び純資産の状況 

（流動資産） 

当連結会計年度末における流動資産は5,133百万円となり、前連結会計年度に対し340百万円の増加となってお

ります。これは、商品の増加250百万円、売掛金の増加2百万円が主たる要因であります。

（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産は9,361百万円となり、前連結会計年度に対し94百万円の減少となっており

ます。これは、建物および構築物の減少383百万円、工具、器具及び備品の減少67百万円が主たる要因でありま

す。

（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債は6,391百万円となり、前連結会計年度に対し633百万円の増加となってお

ります。これは、短期借入金の増加272百万円、１年内返済予定の長期借入金の増加123百万円が主たる要因であ

ります。

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債は6,130百万円となり、前連結会計年度に対し290百万円の減少となってお

ります。これは、長期借入金の減少171百万円、リース負債の減少33百万円が主たる要因であります。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産は1,974百万円となり、前連結会計年度に対し96百万円の減少となっておりま

す。これは、新株予約権の権利行使に伴う自己株式の処分38百万円及びその他有価証券評価差額金の増加37百万

円に対し、当期純損失138百万円及び利益剰余金の配当33百万円によるものであります。
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② キャッシュ・フローの状況

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、677百万円となり前連結会計年度と

比較して８百万円の減少となりました。

 また、当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果得られた資金は562百万円となり、前連結会計年度に比べ177百万円の減少となりました。これ

は、税金等調整前当期純損失160百万円、たな卸資産の増加253百万円に対し、減価償却費488百万円、減損損失

465百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果使用した資金は648百万円となり、前連結会計年度に比べ519百万円の支出の増加となりまし

た。これは、有形固定資産の取得による支出616百万円、敷金及び保証金の差入による支出93百万円に対し、長

期貸付金の回収による収入41百万円、敷金及び保証金の回収による収入47百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は76百万円となり前連結会計年度に比べ551百万円の増加となりました。これ

は、短期借入金の純増額272百万円、長期借入れによる収入2,840百万円に対し、長期借入金の返済による支出

2,862百万円、リース債務の返済による支出105百万円等によるものであります。

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移
 

  平成25年２月期 平成26年２月期 平成27年２月期

自己資本比率（％） 14.7 14.5 13.6

時価ベースの自己資本比率（％） 14.8 17.2 26.8

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 42.0 12.4 16.5

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 1.6 5.9 5.0

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）平成25年２月期の数値は個別ベースの財務数値、平成26年２月期及び平成27年２月期の数値は連結ベースの

財務数値により計算しております。

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。（平成26年２月期及び平成27年

２月期の自己株式には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀

行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当社株式（200,000株）が含まれております。）

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としてお

ります。

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、長期的且つ安定的な事業基盤の強化のために必要な内部留保の充実に努めるとともに、株主の皆様への

利益還元を狙いとして、継続的且つ安定的な配当を行うことを基本方針としております。 

当社は、期末配当による年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としておりますが、会社法第454条第５項に

基づき、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。各連結会計年度の業績の状況を勘案し、中間配

当を実施することにより、年２回の剰余金の配当を行う場合もあります。 

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 

当連結会計年度は当期純損失を計上する結果となりましたが、特別損失の計上に伴う一過性の損失であることを

勘案し、また上記のような利益配分の考え方に基づき、当連結会計年度の利益配当金につきましては、１株当たり

７円の普通配当を予定しております。

次期の期末配当につきましては、上記の基本方針に基づき、１株当たり７円とすることを予定しております。な

お、次期が当社設立60周年にあたることから、記念配当の２円を合わせた９円に増配することを計画しております

が、今後の経営環境、次期業績の進捗状況等を総合的に勘案しながら決定したいと考えております。
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(4）事業等のリスク

当社グループの事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があ

る事項には、以下のようなものがあります。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発

生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。 

なお、文中において将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末現在において当社

が判断したものであり、以下の記載については、当社グループの被る可能性のあるリスクを全て網羅したもので

はありません。 

 

１．店舗展開について 

 当社はホームセンター事業及びペット事業を行っており、当連結会計年度末現在、ホームセンター事業において

は、中国地区（岡山県、広島県）、四国地区（愛媛県、香川県）の4県、ペット事業においては中国地区（岡山

県、広島県、山口県）、四国地区（愛媛県、香川県、高知県、徳島県）、近畿地区（兵庫県、大阪府）、中部地区

（愛知県）、関東地区（神奈川県）の１府10県に事業を展開しております。 

 また、当社子会社は、岡山県内において農産物の生産・直売、観光農園事業等を行っております。 

 

① 新規出店に関するリスク

 当社の出店戦略は、ホームセンター事業及びペット事業において、岡山県を中心としたドミナントを形成しな

がら近隣他県への進出を行い、市場シェアの拡大及び地域に根ざした店舗運営を目指しております。

 しかし、今後の出店に際し、当社が十分な収益を確保できるだけの新規出店に適した土地・建物の確保が計画

どおりに進まない場合には、出店計画が変更になる可能性があり、当社グループの業績等に影響を与える可能性

があります。

② 敷金及び保証金、建設協力金（貸付金計上）に伴うリスク

 当社グループでは、賃貸借による出店を基本としております。このため、賃貸借契約締結に際し、賃貸人に対

して差入保証金・敷金等を差入れるケースが殆どであります。当連結会計年度末における敷金及び保証金の残高

は1,679百万円であり、総資産の11.6％を占めております。

 当社グループでは、賃貸人の信用調査を実施することにより敷金及び保証金の保全を確保するとともに、貸倒

実績を考慮し、適切に貸倒引当金を計上しておりますが、賃貸人の経営破綻等によって貸倒損失が発生した場

合、事業活動及び将来の成長が阻害される可能性を有しております。

 また、新たに建物を建設する場合、賃貸人に対して建設協力金を拠出する場合があります。建設協力金は、賃

借料と相殺して返済を受けるものでありますが、何らかの事情により建設協力金の返済が受けられない事態が発

生した場合、当社グループの業績等に影響を与える可能性があります。

③ 店舗閉鎖に伴うリスク

 当社グループは、既存店舗活性化を図るため定期的にリニューアル等を行っておりますが、収益改善の見通し

のたたない事業所については閉鎖を実施していく予定であります。不採算事業所の閉鎖に伴い、賃貸借契約を中

途解約した場合、敷金及び保証金、建設協力金の全部もしくは一部が返還されない可能性があり、当社グループ

の業績等に影響を与える可能性があります。

④ 固定資産の減損損失のリスク

 当社グループは、当連結会計年度において、固定資産の減損損失465百万円を計上しております。今後も減損

の兆候が認められ、減損損失の認識をすべきであると判定された固定資産については、帳簿価額を回収可能価額

まで減損し、当該減少額を減損損失として計上することになり、当社グループの業績等に影響を与える可能性が

あります。

 なお、固定資産の減損会計の適用状況及び会計基準についての変更はありません。

 

２．市場競合状況について

 当社グループの属する小売業界は、長引く個人消費の低迷や異業種との価格競争等により、厳しい競合状態が続

いております。当社グループが事業を展開する地域における競合他社の動向や新規参入業者等の状況によっては、

価格競争が当社の予想を超えて販売価格の下落を招く可能性もあり、ホームセンター事業を主として、当社グルー

プの業績等に影響を与える可能性があります。
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３．有利子負債について 

 当社グループは、店舗の出店及び改装に伴う設備資金を主に金融機関からの借入により調達しております。この

ため当社グループの直近３期間の総資産に占める有利子負債への依存度等は下表のとおり高い水準で推移しており

ます。

 金融機関に対する支払利息はわずかながら減少傾向にありますが、今後、借入金利が上昇に転じた場合には、当

社グループの業績等に影響を与える可能性があります。

 
前々事業年度

（平成25年２月28日）
前連結会計年度

（平成26年２月28日）
当連結会計年度

（平成27年２月28日）

有利子負債残高（百万円）（注） 9,034 9,152 9,279

  有利子負債依存度（％） 65.4 64.2 64.0

純資産額（百万円） 2,036 2,070 1,974

  自己資本比率（％） 14.7 14.5 13.6

総資産額（百万円） 13,808 14,249 14,495

支払利息（百万円） 138 125 113

（注）１．当連結会計年度末の有利子負債残高のうち金融機関からの借入金は8,700百万円（社債を含む）であり、そ

の他はリース債務及び賃貸先からの受入建設協力金となっております。

２．前々事業年度の数値は、個別ベースの財務数値を記載しております。

 

４．仕入価格の変動について

 当社グループは、メーカー・ベンダー及び生産者等からの仕入を基本としているため、原材料の高騰による商品

仕入単価のアップ、不安定供給による商品切れ、天災等による生産不良等が発生した場合には、収益並びに利益率

が悪化する可能性があります。

 また、メーカー・ベンダーの輸入商品に依存している割合が高い場合、為替の変動による商品仕入単価のアッ

プ、不安定供給による商品切れが発生する可能性があり、当社グループの業績等に影響を与える可能性がありま

す。

 

５．生体販売について

 当社ペット事業を主とした犬猫生体の販売は、犬猫生体が特異な商品であることから２店舗を除き、自社での取

扱いは行っておらず、販売業務委託業者による販売を行っております。

 このため当社での在庫リスクはないものの、販売業務委託業者の経営状況による売価政策、サービスレベルのバ

ラつき等により、店舗販売力及び長期的な顧客確保に影響を及ぼしており、安定的なサービス体制が構築されるま

での間、販売業務委託業者の販売力の不均衡により当社グループの業績が左右される可能性があります。

 

６．気象条件等について

 当社ホームセンター事業の取扱商品の中には、季節性の強い商品も含まれており、冷夏や暖冬及び長雨等天候不

順によって、来店客数や季節商品の需要動向が著しく変動した場合には、売上高の減少や在庫が余剰となる可能性

があります。また、地震等の天災の影響により、販売力が大幅に低下し、当社グループの業績等に影響を与える可

能性があります。

 当社子会社の農産物の生産・直売及び観光農園事業等の取扱商品は、農産物を主とした生鮮品であることから、

冷夏や暖冬及び長雨等天候不順等の要因により生産量及び販売価格が大きく変動し、商品の安定供給や売上高の減

少を招き、当社グループの業績等に影響を与える可能性があります。
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７．業績の季節変動について 

 当社グループの業績はホームセンター事業を主として、上半期（３月～８月）に偏重する傾向があります。 

 これは、３月から４月にかけて就職・進学や転勤等の新生活準備等に伴い家庭用品等の需要が高まること、また

３月から６月にかけて花・園芸用品の需要期であることが大きな要因となっております。

 前連結会計年度及び当連結会計年度の上半期及び下半期の業績は以下のとおりであります。

 

前連結会計年度
（平成26年２月期）

当連結会計年度
（平成27年２月期）

上半期 下半期 通期 上半期 下半期 通期

売上高（百万円） 13,713 13,421 27,135 14,301 13,887 28,188

  構成比（％） 50.5 49.5 100.0 50.7 49.3 100.0

営業利益（百万円） 348 122 470 311 71 382

  構成比（％） 74.1 25.9 100.0 81.2 18.8 100.0

経常利益（百万円） 294 84 379 260 29 290

  構成比（％） 77.7 22.3 100.0 89.9 10.1 100.0

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

８．「大規模小売店舗立地法」等の規制について

 売場面積1,000㎡を超える店舗の出店につきましては、大規模小売店舗立地法等の定めにより環境対策等の規制

が行われており、規制をクリアできなければ出店することができないこととなっております。 

 現在当社のホームセンター事業において、約3,300㎡の売場面積を有した店舗の出店を行っておりますが、売場

面積が1,000㎡を超える場合には、大規模小売店舗立地法等の規制の対象となるため、出店にあたり、スケジュー

ルの難航やコスト負担の増加等の影響を受ける可能性があります。

 

９．人材確保について

 当社グループでは、更なる成長を行うために、優秀な人材を確保し育成していくことは重要課題であると認識し

ております。退職率は低下傾向にありますが、少子高齢化の進行や地方都市の人口減少等、今後の経済環境の変化

から当社で確保できる優秀な人材が減少する可能性があり、十分な知識技能を有している従業員の不足により業績

の悪化を招く恐れがあります。

 

10．資本等施策について

 当社の取締役、監査役及び従業員の業績向上への意欲と士気（インセンティブ）を高めることを目的として、旧

商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づき、平成17年５月25日開催の定時株主総会において承認を受け、当社取締

役、監査役及び従業員に対して新株予約権（ストックオプション）を発行しております。

 これらの新株予約権は平成27年２月28日現在、株式数に換算すると合計で116,300株となり、発行済株式総数

（5,000,000株）及び新株予約権等（116,300株）の潜在株式の合計の2.3％に相当しております。これらの新株予

約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株式価値は希薄化し、株式の需給バランスの変動が発生し、

株価の一時的な変動・下落の要因となる可能性があります。

 

11．個人情報管理について

 当社グループでは、販売促進を目的としたポイントカード制度を採用しており、多数の個人情報を扱っておりま

す。取得した個人情報の取扱いについては細心の注意を払い、社内規程の整備を行う等の厳正な管理に努めており

ますが、システムの瑕疵等の不測の事態により、個人情報の外部流出等が発生した場合には、損害賠償請求や当社

グループの信用低下等により、当社グループの業績等に影響を与える可能性があります。
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２．企業集団の状況

 当社グループは、当社（株式会社リックコーポレーション）及び子会社１社（有限会社アグリ元気岡山）、関連会社

１社（株式会社アレンザ・ジャパン）により構成されており、ホームセンター事業及びペット事業を主たる業務として

おります。

(1）ホームセンター事業

 ホームセンター事業は、ＤＩＹ用品、園芸用品・農業資材、家具・インテリア用品、家庭用品、日用消耗品、ペッ

ト用品、自転車、酒・食品等を取扱っており、中国・四国地方を中心とした地域密着型の店舗展開を行っておりま

す。事業形態はホームセンターを核として、家具販売及び農業用品の販売、酒類販売等の専門店をその地域の需要に

適応した組合せで出店しており、一般消費者のニーズに合わせた店舗形態をとっております。当連結会計年度末現在

におきましては、岡山県13店舗（うち小型専門店２店舗）、広島県３店舗、香川県１店舗、愛媛県２店舗の合計19店

舗（うち小型専門店２店舗）を展開しております。

(2）ペット事業

 ホームセンターのペット部門を専門店として独立させたペット事業の事業形態は、犬・猫・小動物・魚等の生体販

売及びそれらのペットフード・用品の販売、またトリミング、ペットホテル等のサービス事業を取り込んだ新しい形

の総合的なペットの専門店を展開しております。当連結会計年度末現在におきましては、岡山県７店舗、広島県６店

舗、山口県１店舗、香川県２店舗、愛媛県３店舗、高知県１店舗、徳島県２店舗、兵庫県９店舗、大阪府５店舗、愛

知県２店舗、神奈川県１店舗の合計39店舗を展開しており、ペットフード・用品の販売についてはインターネットを

利用した通信販売も行っております。

(3）その他事業

 子会社において、農産物の生産・直売、観光農園事業等の施設を岡山県内に２店舗出店しております。また、当社

の関連会社として、株式会社ダイユーエイトとの合弁会社を設立し、輸入商品を中心とした商品開発及び商品調達業

務を行っております。

 

［事業系統図］

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

 

   ※株式会社アレンザ・ジャパンは、当社の関連会社です。
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３．経営方針

(1）会社の経営の基本方針

Life=生活、Innovation=革新・改革、Communicator=提案者・伝達者の頭文字をとった社名は、「より豊かな生

活スタイルを追求し、お客様に提案する」ことを意味しており、この考え方を会社の経営の基本方針として定めて

おります。

当社グループのような小売業が成長していくためには、より多くの消費者から継続的に支持を頂くことが必要不

可欠であります。「地域の生活に密着した品揃え・価格」はもちろんのこと、「生活を向上させることのできる新

しい商品の提案」を常に行い、商品を選ぶ楽しさを提供し、「気持ちの良い接客サービスを心がける」ことで、買

物を通じてお客様に楽しさと満足感を得ていただけると考えております。この当社グループの根本的精神をグルー

プ内の全従業員に浸透させた会社運営を実現させることが、株主の皆様、従業員の幸せに直結していると考えてお

り、安定した成長を永続的に実現し、全ての人を幸せにできる企業を目指しております。

また、当社グループでは、「会社の大きな目標に対し、従業員ひとりひとりが考えた個別目標を達成させるため

のプロセスこそが『大きな目標を達成する』という最終的な結果につながる」と信じており、取締役会より従業員

全員に対し、年度ごとに異なった短期的な経営方針を打ち出しております。

平成28年２月期の経営方針を『今すぐにできる事は何でもやろう』と定め、お客様に感動して頂ける「今までに

なかった商品、サービス、店舗」を創造するために、あらゆる変化に対応できる柔軟な発想で新たなことにチャレ

ンジしていく所存であります。

 

(2）目標とする経営指標

当社グループは、企業価値の拡大を図っていくための重要な経営指標として、総資本経常利益率（ＲＯＡ）を経

営指標としており、長期的に10％を確保することを目標としております。また、安定した財務体質を維持するため

にキャッシュ・フロー内での投資を原則としており、資本の生産性を高めるべく自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）

の向上に努めて参ります。 

 

(3）中長期的な会社の経営戦略

当社の中長期的な会社の経営戦略として、当社の強みを活かし、企業価値の向上を推し進めることを目的とした

『中期経営計画 チャレンジ2015』を策定し、長引く消費低迷の時代に対応するための長期的な視点に立った計画

としております。

本計画は、各事業における収益力の拡大を目的とし、お客様に感動して頂ける商品とサービスを提供できる店舗

の構築とやりがいと目標を持った従業員の育成の２項目を中心とした戦略を推し進めることにより、大手企業とは

異なった当社独自の専門性の高い店舗への進化を実現させることに主眼をおいております。 

当社を取り巻く経営環境の大きな変化の中で本計画を実現させるためには、過去の常識に捉われることのない新

しい発想の具現化にチャレンジしていくことが必要不可欠であると考えており、お客様に満足頂ける新たな価値の

提供を行うために当社の経営資源の投入を行い、さらなる企業価値の向上を目指します。 

当社グループが本計画において、チャレンジしていく経営戦略の主な内容は次のとおりです。 

・集客力向上を実現するために、お客様に感動して頂ける商品とサービスの提供を目指す 

・ポジティブアクションプログラム（すべてを前向きに捉え、チャレンジしていく環境・組織）の実行 

・教育制度の更なる進化と現場の主体性と原動力を創ることで、優秀な人材を育成する 

・全社労働分配率40％未満への取組みを進める（事業部・業態別に設定） 

・新規出店店舗のプロトタイプの見直しを進め、利益転換が早く投資回収能力の高い店舗の構築を急ぐ 

・次世代型ホームセンターへの転換を図り、大手ホームセンターとは違った新業態を構築する 

・一般顧客及びロイヤルカスタマー※を取り込める商品構成への変更を行うことで、顧客ターゲットの拡大を

図る 

※ロイヤルカスタマー……ある企業や商品やサービスに対しての忠誠心の高い顧客のことであり、ロイヤルカスタマーを取り込む

ためには、提供する商品やサービス、販売プロセスにおいて顧客満足度をより一層高める必要がある 
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 (4）会社の対処すべき課題 

小売業を取り巻く環境は、個人消費の回復が不透明であることに加え、業種を超えた企業間競争が厳しさを増す

等、依然厳しい状況が続くものと考えております。

このような状況の中で、当社グループが認識している対処すべき課題は次のとおりです。

・競合他社の出店等のオーバーストア化による既存店売上高（シェア率）の低迷

・人口減少及びマーケットの飽和による消費意欲の減退等に伴う新規出店店舗の売上高の伸び悩み

・労働人口の減少、大型商業施設等の出店に伴う雇用格差の是正

・震災の復興需要や東京オリンピックに向けた建築需要に伴う建築コストの上昇

・社員の高年齢化・企業成長率の低下に伴う組織の停滞

・既存業界（ホームセンター事業）の衰退、法規制による業界構造の変革リスク

・円安に伴う輸入商品及び原材料の高騰
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年２月28日) 
当連結会計年度 

(平成27年２月28日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 686,940 677,954 

売掛金 163,139 165,471 

商品 3,173,469 3,423,623 

原材料及び貯蔵品 18,966 21,281 

繰延税金資産 122,969 114,221 

その他 628,565 732,203 

貸倒引当金 △768 △768 

流動資産合計 4,793,282 5,133,987 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 6,517,402 6,406,000 

減価償却累計額 △3,754,674 △4,026,341 

建物及び構築物（純額） 2,762,727 2,379,658 

機械装置及び運搬具 31,625 427,335 

減価償却累計額 △29,792 △41,711 

機械装置及び運搬具（純額） 1,833 385,623 

工具、器具及び備品 982,215 991,882 

減価償却累計額 △701,029 △777,770 

工具、器具及び備品（純額） 281,186 214,111 

土地 2,459,310 2,462,010 

リース資産 484,143 502,915 

減価償却累計額 △104,197 △142,103 

リース資産（純額） 379,946 360,811 

有形固定資産合計 5,885,004 5,802,216 

無形固定資産    

のれん 108,810 93,266 

その他 67,488 55,258 

無形固定資産合計 176,298 148,524 

投資その他の資産    

投資有価証券 175,772 265,367 

長期貸付金 884,833 803,088 

繰延税金資産 438,533 560,291 

敷金及び保証金 1,642,277 1,679,989 

その他 306,452 167,116 

貸倒引当金 △53,133 △64,616 

投資その他の資産合計 3,394,737 3,411,236 

固定資産合計 9,456,040 9,361,977 

資産合計 14,249,323 14,495,965 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年２月28日) 
当連結会計年度 

(平成27年２月28日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 1,322,705 1,388,208 

1年内償還予定の社債 71,600 71,600 

短期借入金 678,000 950,000 

1年内返済予定の長期借入金 2,574,355 2,698,222 

リース債務 96,444 104,463 

未払法人税等 123,622 65,932 

ポイント引当金 259,759 251,954 

店舗閉鎖損失引当金 - 9,250 

その他 630,877 851,494 

流動負債合計 5,757,363 6,391,126 

固定負債    

社債 356,800 285,200 

長期借入金 4,966,140 4,794,202 

リース債務 408,818 375,474 

退職給付引当金 22,327 - 

株式給付引当金 - 9,879 

資産除去債務 424,833 461,323 

その他 242,336 204,674 

固定負債合計 6,421,256 6,130,753 

負債合計 12,178,619 12,521,880 

純資産の部    

株主資本    

資本金 326,900 326,900 

資本剰余金 440,536 443,006 

利益剰余金 1,467,903 1,295,455 

自己株式 △171,290 △135,281 

株主資本合計 2,064,048 1,930,081 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 6,654 44,003 

その他の包括利益累計額合計 6,654 44,003 

純資産合計 2,070,703 1,974,085 

負債純資産合計 14,249,323 14,495,965 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年３月１日 
 至 平成26年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年３月１日 
 至 平成27年２月28日) 

売上高 27,135,526 28,188,790 

売上原価 18,568,908 19,083,535 

売上総利益 8,566,617 9,105,254 

その他営業収入    

賃貸収入 383,868 385,277 

その他 432,417 497,181 

その他営業収入合計 816,286 882,458 

営業総利益 9,382,904 9,987,713 

販売費及び一般管理費    

給料 2,773,216 3,017,758 

退職給付費用 37,367 30,672 

株式給付引当金繰入額 - 9,879 

ポイント引当金繰入額 △70,696 △7,804 

賃借料 1,988,912 2,019,746 

貸倒引当金繰入額 6,680 11,483 

その他 4,176,965 4,523,139 

販売費及び一般管理費合計 8,912,447 9,604,875 

営業利益 470,456 382,838 

営業外収益    

受取利息 16,087 15,265 

受取配当金 4,074 4,047 

持分法による投資利益 10,669 4,564 

受取手数料 10,039 10,281 

その他 13,675 7,737 

営業外収益合計 54,545 41,896 

営業外費用    

支払利息 125,332 113,616 

支払手数料 16,180 17,547 

その他 3,915 3,526 

営業外費用合計 145,428 134,690 

経常利益 379,574 290,044 

特別利益    

投資有価証券売却益 646 - 

退職給付制度終了益 - 25,710 

特別利益合計 646 25,710 

特別損失    

減損損失 85,556 465,240 

店舗閉鎖損失 - 1,803 

店舗閉鎖損失引当金繰入額 - 9,250 

投資有価証券評価損 4,705 - 

特別損失合計 90,261 476,293 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 289,959 △160,538 

法人税、住民税及び事業税 127,083 111,606 

法人税等調整額 3,811 △133,447 

法人税等合計 130,894 △21,840 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△） 
159,064 △138,698 

当期純利益又は当期純損失（△） 159,064 △138,698 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年３月１日 
 至 平成26年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年３月１日 
 至 平成27年２月28日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△） 
159,064 △138,698 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 2,849 37,349 

その他の包括利益合計 2,849 37,349 

包括利益 161,913 △101,348 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 161,913 △101,348 

少数株主に係る包括利益 - - 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 326,900 400,028 1,332,848 △33,870 2,025,905 

当期変動額           

剰余金の配当     △24,009   △24,009 

当期純利益     159,064   159,064 

自己株式の取得       △224,511 △224,511 

自己株式の処分   40,508   87,091 127,600 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 - 40,508 135,054 △137,419 38,143 

当期末残高 326,900 440,536 1,467,903 △171,290 2,064,048 

 

       

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

その他の包
括利益累計
額合計 

当期首残高 3,805 3,805 2,029,711 

当期変動額       

剰余金の配当     △24,009 

当期純利益     159,064 

自己株式の取得     △224,511 

自己株式の処分     127,600 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

2,849 2,849 2,849 

当期変動額合計 2,849 2,849 40,992 

当期末残高 6,654 6,654 2,070,703 
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当連結会計年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日）

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 326,900 440,536 1,467,903 △171,290 2,064,048 

当期変動額           

剰余金の配当     △33,749   △33,749 

当期純損失     △138,698   △138,698 

自己株式の取得           

自己株式の処分   2,470   36,009 38,480 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）           

当期変動額合計   2,470 △172,447 36,009 △133,967 

当期末残高 326,900 443,006 1,295,455 △135,281 1,930,081 

 

       

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

その他の包
括利益累計
額合計 

当期首残高 6,654 6,654 2,070,703 

当期変動額       

剰余金の配当     △33,749 

当期純損失     △138,698 

自己株式の取得       

自己株式の処分     38,480 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 37,349 37,349 37,349 

当期変動額合計 37,349 37,349 △96,618 

当期末残高 44,003 44,003 1,974,085 

 

- 16 -

㈱リックコーポレーション（3147） 
平成27年2月期　決算短信



（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年３月１日 
 至 平成26年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年３月１日 
 至 平成27年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 289,959 △160,538 

減価償却費 441,979 488,501 

のれん償却額 - 15,544 

減損損失 85,556 465,240 

店舗閉鎖損失 - 1,803 

ポイント引当金の増減額（△は減少） △70,696 △7,804 

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） - 9,250 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,456 △22,327 

株式給付引当金の増減額（△は減少） - 9,879 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6,537 11,483 

受取利息及び受取配当金 △20,161 △19,313 

受取保険金 △3,895 △1,687 

支払利息 125,332 113,616 

持分法による投資損益（△は益） △10,669 △4,564 

長期貸付金の家賃相殺額 102,756 93,749 

投資有価証券売却損益（△は益） △646 - 

投資有価証券評価損益（△は益） 4,705 - 

売上債権の増減額（△は増加） △24,319 △2,331 

たな卸資産の増減額（△は増加） △309,370 △253,738 

仕入債務の増減額（△は減少） 148,039 65,502 

未払金の増減額（△は減少） 11,281 90,814 

その他 27,065 △20,805 

小計 809,911 872,273 

利息及び配当金の受取額 4,086 4,077 

利息の支払額 △122,894 △111,427 

保険金の受取額 3,895 1,687 

役員退職慰労金の支払額 - △34,944 

法人税等の支払額 △23,741 △168,986 

法人税等の還付額 68,454 - 

営業活動によるキャッシュ・フロー 739,712 562,681 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △61,102 △616,167 

無形固定資産の取得による支出 △740 - 

長期貸付けによる支出 △1,044 △1,614 

長期貸付金の回収による収入 44,503 41,501 

敷金及び保証金の差入による支出 △1,710 △93,661 

敷金及び保証金の回収による収入 300 47,633 

投資有価証券の取得による支出 △20,068 △25,972 

投資有価証券の売却による収入 2,060 - 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△90,673 - 

その他 0 0 

投資活動によるキャッシュ・フロー △128,475 △648,282 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 162,000 272,000 

長期借入れによる収入 2,700,000 2,840,000 

長期借入金の返済による支出 △3,057,952 △2,862,935 

社債の償還による支出 △71,600 △71,600 

配当金の支払額 △24,034 △33,748 

リース債務の返済による支出 △86,851 △105,580 

ストックオプションの行使による収入 16,600 38,480 

自己株式の取得による支出 △113,511 - 

財務活動によるキャッシュ・フロー △475,350 76,616 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 135,886 △8,985 

現金及び現金同等物の期首残高 551,053 686,940 

現金及び現金同等物の期末残高 686,940 677,954 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数   1社

連結子会社の名称

 有限会社アグリ元気岡山

 

２．持分法の適用に関する事項

(1)持分法適用関連会社の数   1社

関連会社の名称

 株式会社アレンザ・ジャパン

 

３．連結の範囲の変更に関する事項

該当はありません。

 

４．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は連結会計年度と一致しております。

 

５．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

② たな卸資産

イ．商品

主として売価還元法による低価法を採用しております。なお、物流センターにおいては先入先出法

による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用してお

ります。

ロ．原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用して

おります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

  建物及び構築物     10～34年

  機械装置及び運搬具   11～17年

  工具、器具及び備品   ３～８年

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

イ．自社利用のソフトウエア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ロ．その他の無形固定資産

定額法によっております。

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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なお、リース取引開始日が平成21年２月28日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金

売上債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② ポイント引当金

販売促進を目的とするポイントカード制度に基づき、顧客に付与したポイントの使用に備えるため、

当連結会計年度末において将来使用されると見込まれる額を計上しております。

③ 店舗閉鎖損失引当金

店舗の閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、店舗閉鎖により見込まれる原状回復費用等の店舗閉鎖

関連損失見込額を計上しております。

④ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。

⑤ 株式給付引当金

株式給付規程に基づく従業員の当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債

務の見込額に基づき計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

当社は、平成27年１月１日に企業年金制度の全部について確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制度

間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。本移行に伴う退

職給付債務の減少による25百万円の特別利益を計上いたしました。

(5）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、７年間で均等償却いたします。

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、且つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会等が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。

当社グループは、店舗を中心とした商品の陳列販売及びサービス等を行うための異なる業態を有してお

り、それぞれに事業本部を設置し、取り扱う商品・サービスについて包括的な戦略を立案し事業活動を展

開しております。当社グループでは、「ホームセンター事業」及び「ペット事業」の２つの事業を中心と

し、それ以外の事業を「その他」とし、事業体別セグメントにより構成されている３つの報告セグメント

としております。

「ホームセンター事業」は、ホームセンターに類する商品の販売を行っており、「ペット事業」は、ペ

ット(生体）及びペットに関する商品並びにサービスの提供を行っております。「その他」は、農産物の

生産・直売、観光農園事業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

連結財務諸表
計上額 
（注）２  

ホームセンター

事業 
ペット事業 その他 計 

売上高            

外部顧客への売上高 17,423,394 9,712,132 - 27,135,526 - 27,135,526 

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
- - - - - - 

計 17,423,394 9,712,132 - 27,135,526 - 27,135,526 

セグメント利益 610,371 507,216 - 1,117,587 △647,130 470,456 

セグメント資産（注）３ 7,983,730 3,316,968 305,857 11,606,556 2,642,766 14,249,323 

その他の項目            

減価償却費 207,864 208,671 - 416,536 25,443 441,979 

持分法適用会社への投資額 - - - - 23,664 23,664 

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額 
61,043 140,525 132,198 333,768 240,438 574,206 

（注）１．セグメント利益の調整額△647,130千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であり、主に報

告セグメントに帰属しない本社事務管理部門の一般管理費であります。なお、その他営業収入は、各報告セ

グメント及び調整額のセグメント利益に含めております。減価償却費の調整額25,443千円は、主に報告セグ

メントに配分していない管理部門の建物等の減価償却費であります。持分法適用会社への投資額の調整額

23,664千円は、報告セグメントに配分していない持分法適用会社への投資額及び持分法投資損益額でありま

す。有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額240,438千円は、主に報告セグメントに配分していな

い太陽光発電設備であります。

   ２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

   ３．セグメント資産のうち、調整額に含めた報告セグメントに配分していない全社資産の金額は2,642,766千円

であり、その主なものは、現金及び預金、投資有価証券、管理部門及び物流センターに係る資産等でありま

す。
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当連結会計年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日）

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

連結財務諸表
計上額 
（注）２  

ホームセンター

事業 
ペット事業 その他 計 

売上高            

外部顧客への売上高 17,189,046 10,109,703 890,040 28,188,790 - 28,188,790 

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
1,708 - 1,122 2,831 △2,831 - 

計 17,190,755 10,109,703 891,162 28,191,621 △2,831 28,188,790 

セグメント利益又はセグメント

損失（△） 
472,562 606,185 △15,390 1,063,357 △680,518 382,838 

セグメント資産（注）３ 7,884,614 3,060,640 333,354 11,278,609 3,217,355 14,495,965 

その他の項目            

減価償却費 223,049 202,863 17,903 443,810 44,685 488,501 

持分法適用会社への投資額 - - - - 29,498 29,498 

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額 
245,988 63,103 11,311 320,402 400,878 721,281 

（注）１．セグメント利益の調整額△680,518千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であり、主に報

告セグメントに帰属しない本社事務管理部門の一般管理費であります。なお、その他営業収入は、各報告セ

グメント及び調整額のセグメント利益に含めております。減価償却費の調整額44,685千円は、主に報告セグ

メントに配分していない管理部門の建物等の減価償却費であります。持分法適用会社への投資額の調整額

29,498千円は、報告セグメントに配分していない持分法適用会社への投資額及び持分法投資損益額でありま

す。有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額400,878千円は、主に報告セグメントに配分していな

い太陽光発電設備であります。

   ２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

   ３．セグメント資産のうち、調整額に含めた報告セグメントに配分していない全社資産の金額は3,217,355千円

であり、その主なものは、現金及び預金、投資有価証券、管理部門及び物流センターに係る資産等でありま

す。

 

【関連情報】 

前連結会計年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

１．製品及びサービスごとの情報

  セグメント情報において、同様の情報を開示しているため、記載は省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

  本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

  本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  損益計算書の売上高の10％以上を占める主要な顧客は存在しないため省略しております。
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当連結会計年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日）

１．製品及びサービスごとの情報

  セグメント情報において、同様の情報を開示しているため、記載は省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

  本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

  本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  損益計算書の売上高の10％以上を占める主要な顧客は存在しないため省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

          （単位：千円） 

  ホームセンター事業 ペット事業 その他 全社（共通） 
連結財務諸表計
上額 

減損損失 28,160 57,395 － － 85,556 

 

当連結会計年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日）

          （単位：千円） 

  ホームセンター事業 ペット事業 その他 全社（共通） 
連結財務諸表計
上額 

減損損失 312,101 153,138 － － 465,240 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

          （単位：千円） 

  ホームセンター事業 ペット事業 その他 全社（共通） 
連結財務諸表計
上額 

当期償却額 － － － － － 

当期末残高 － － 108,810 － 108,810 

（注）「その他」の金額は、農産物の生産・販売、観光農園事業等に係る金額であります。

 

当連結会計年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日）

          （単位：千円） 

  ホームセンター事業 ペット事業 その他 全社（共通） 
連結財務諸表計
上額 

当期償却額 － － 15,544 － 15,544 

当期末残高 － － 93,266 － 93,266 

（注）「その他」の金額は、農産物の生産・販売、観光農園事業等に係る金額であります。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成26年３月１日 至 平成27年２月28日）

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日）

当連結会計年度
（自 平成26年３月１日
至 平成27年２月28日）

１株当たり純資産額 448.07円 417.53円

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額（△）
33.68円 △29.80円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 33.15円 －

（注）１．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当

たり当期純損失金額であるため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年２月28日）
当連結会計年度

（平成27年２月28日）

純資産の部の合計額（千円） 2,070,703 1,974,085

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（千株）
4,621 4,728

３．１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日）

当連結会計年度
（自 平成26年３月１日
至 平成27年２月28日）

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純

損失金額（△）
   

当期純利益金額又は当期純損失金額（△）

（千円）
159,064 △138,698

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額又は当期純損失

金額（△）（千円）
159,064 △138,698

期中平均株式数（千株） 4,723 4,853

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 75 －

（うち新株予約権（千株）） （75） （－）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要

－ 平成17年５月25日定時株主総会

の特別決議に基づく新株予約権

新株予約権数 1,163個

（普通株式 116,300株）

４．１株当たり純資産額の算定に用いられた連結会計年度末の普通株式数及び１株当たり当期純利益の算定上の

基礎となる普通株式の期中平均株式数については、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ)」制度の信託財産とし

て、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含め

て算定しております。

 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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５．その他

(1）役員の異動

  該当事項はありません。

 

(2）その他

  該当事項はありません。

 

 

- 24 -

㈱リックコーポレーション（3147） 
平成27年2月期　決算短信


	サマリー情報0407-2.pdf
	決算短信添付資料0407（校了）.pdf



